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泣^イム処理可大型 中型 小型 超小型
?
化企業の比率 （百万円） （人） 能型数　　（台）




内　鉄鋼 4．4 5．6 26．7 739 75．8 36．7 34．28．022．515．3100
非鉄 10．2 6．9 21．3 85 13．9
〈機械〉 44．0 38．0
内　一般 4．7 7．6 24．8 206 24．3
電気 21．0 19．0 23．5 376 55．0 12．6 18．936．219．825．1100
輸送 13．7 8．2 29．7 340 39．8 28．9 24．739．528．6 7．2100
精密 4．6 3．2 20．8 98 16．0
〈化　学〉 19．4 16．3 34．5 23．4




食　　　品 3．6 9．7 21．9 129 16．1 7．4 3．816．436．243．6100
繊　　　維 10．6 7．3 19．8 145 21．6
紙　　　パ 1．1 3．1 12．3 70 12．8


































































































































































































































































無＼誓 E　C内西ドイツ アメリカ 日　本 ’論＼塑 E　Cアメリカ 日　本
西　　　　　欧 25．4 22．5 0．6 一 E　　　　　　　C 24．2 一 0．4
東　欧・ソ　連 0．7 0．5 一 0．5 ソ連・ポーランド 25．0 6．5 4．3
ア　　フ　　リ　　カ 24．0 24．8 6．8 7．1 北　　　　　　米 23．5 2．2 40．2
北　　　　　　米 13．9 13．2 66．9 3．6 南ア　フ　リ　カ 16．7 64．4 4．3
中　　南　　米 27．1 26．9 24．8 27．5 オーストラリア 10．6 26．9 47．7
ア　　　ジ　　　ア 0．3 0．2 0．2 16．2 ベトナム・中　国
??
オ　セ　ア　ニ　ア 8．5 3．2 0．5 45．1 計 100 100 100















































































































































隔響薯［ 自動車産剰 鰍産剰 融産剰 器具産業
炭　　素　　鋼
構　　造　　用　　鋼 14．9 35．3 一 一 一
厚　　　　　　　板 一 一 21．2 一 一
熱　　延　　棒　　鋼 一 17．8 21．7 一 一
熱　　延　　薄　　板 15．4 一 45．2 39．5 一
冷　　延　　薄　　板 一 1．9 28．4 25．1 7．9
亜　　鎌　　鉄　　板 14．1 一 一 一 一
ステソレス鋼
冷　　延　　薄　　板 24．0 一 27．8 ｝ 25．0
出所　前掲「旬報」1968，7／下
表20　アメリカ西部の鉄鋼市場 表21　アメリカの品種別鉄鋼輸入
＼一一t－t一　　　　　　　　　　年　次品種〉ミここ亡
?????????????????????????????
???????ィ
????????????? ????????? ?
?
合
　1971
受入則輸入比
　702
　587
1，005
　951
　865
　573
1，243
　620
　830
1，199
8，572
???????????????????????????
出所　前掲「旬報」1972．8／上
（注）①単位：1，000トン、％②その他にはワイヤー、
　　軌条、油井用鋼管、半成品、およびその他を含
　　む。③カイザー報告
1979年
?
形鋼??
コンクリート！ミー?????
合
延　棒
?
の
?????
計
品　種　別
構　成　比
　（％）
12．6
10．4
16．7
　0．7
　3．5
38。3
　2。0
　2．5
　9．3
100
品　　種　　別
日本のシェアー
　（％）
33．6
7．1
51．1
28．3
30。5
40．4
71．2
33．8
36，2
出所　前掲『鉄鋼要覧』1980年第V－13表より「日本の
　　　シェアー」については筆者作成
この点を詳細に見ると、陸上げ実積の点で、メキシコ湾岸のヒューストソ（15．8％）、ニューオリンズ
（10．7％）、太平洋岸のロスアンジェルス（11．4％）、内陸のデトロイト（13．0％）へと流入している。
まずは、この陸上げ地を確認されたい。日本の鉄鋼は、太平洋岸とメキシコ湾岸＝ガルフの輸入鉄鋼
のほぼ半分を占めている。すなわち、上記のヒ＝一ストソ・ニューオリソス、ロスアンジェルスへと
日本の鉄鋼製品が流入していっているのである。この場合、太平洋岸（カリフォルニアやオレゴンの
二州）やガルフは、いわゆる航空・宇宙産業・原子力産業をはじめとする超新鋭重化の地帯であり、
フロリダからテキサスにかけて広がるペソタゴソベルトを含む地帯、総じて、東部の在来重化地帯に
対置される西・南部冷戦軍事・重化の地帯であることに止目されたい。
　特に、日本がその鉄鋼輸入の70％近くを占める太平洋岸の中心カリフォルニアはアメリカ最大の軍
事・宇宙・航空の産業基地であること、また、カルフォルニアなどの西海岸・西部の鉄鋼市場は40％
ほどの必要鋼材を輸入に依存し、さらにその70％を日本が供給していること、そして、アメリカの超
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新鋭重化基軸の電気・一般機械産業の主要材料となる薄板の30％以上が輸入に依存し、さらにくアメ
リカの輸入薄板の40％を日本が占めていること、（表19・20・21）を考慮されたい。それに確かに照応
して、日本の対米鉄鋼輸出の主流（49％）は薄板なのである。日本の鉄鋼はアメリカの基幹部に入り
込みそれを素材の上から補完していると言いうる。そればかりでなく、西海岸の自動車工業は薄板を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　日本に依存することを幾度となく、この産業の首脳陣は言明してきたことを考慮されたい。
　実に、超新鋭重化、自動車などの在来重化の素材の海外供給基地として日本が位置づけられている
のである。特に、冷戦軍事との結合の様を白日の下にさらしたのがほかでもないベトナム戦争期の巨
大な対米鉄鋼輸出であった。
　最後に次のことを指摘しておこう。それは71年を画期として北米向け輸出量を凌駕した対アジア鉄
鋼輸出のことである。アジア諸国で対日輸入量が総鉄鋼輸入量の90％近くを占める国は、韓国・台
湾・イソドネシア・シンガポール・フィリピン・マレーシアである（タイは77％）。これら諸国は周
知のアメリカの東アジア戦略の諸環を構成する国々であり、アジア鉄鋼市場を決定的に日本が支える
こととなった画期71年が、かのグァム＝ニクソンドクトリン（肩代り戦略）発動の年にあたるという
ことを考慮されたい。皮革・食料品・繊維・製材中心のこれら東アジアの国々の場合、軍事「ボナパ
ルチズム」的国家の冷戦拠点を支えるものとしてのみ、輸出鉄鋼が機能しているとしか考えられま
い。又、1976年以降、急速に鉄鋼輸入を増大させている中国の場合、日本は79年には中国の輸入鋼材
の64．1％を供給するに至ったことに注目されたい。日本の対中鉄鋼輸出は、72年の田中訪中・日中国
交回復の翌年に急増し、76年以降さらに一段と増加しているのである。将に毛沢東死後の近代化路線
を補完するものなのである。
　以上、総じて、アジアへの鉄鋼輸出の増大も、米・ソ・中㊧三極の登場と近年の日・米・中同盟を
軸とした肩代り戦略の展開と無縁ではないということ。すなわち、ここでも日本は令戦軍事素材供給
基地として機能しているということを看取されたい。
　かくして、日本鉄鋼業が、その創出から展開まで、令戦盟主アメリカにかけ、なおかつ令戦論理に
乗って展開していくことが理解されよう。さらに前述の輸入のない輸出のみの、鉄鋼輸出、それも第
二位以下とは範疇を異にする超絶的な突出は、将に上来の冷戦段階重化加工モノカルチ＝ア構成の表
現以外のなにものでもないのである。
第三章　重化の地帯展開
　重化の基軸・鉄鋼業が太平洋に面して臨海工場として展開するのは周知の通りである。北は戦前来
の室蘭から、南のこれもまた戦前来の八幡まで太平洋・瀬戸内海沿岸に散開している。そして新鋭
の、新日鉄君津・大分、鋼管福山・扇島、川鉄水島・住金鹿島・和歌山・神鋼加古川などの製鉄所も
同様である。
　この臨海立地＝太平洋ベルト地帯への鉄鋼業の布設は、鉄鉱石・石炭欠除のこの国が太平洋のかな
たの原料供給国をにらんでとる不可避の立地策ともいえようか。
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　しかし問題は、このあたかも自明と思われる明白さにある。この点は、中国の鉄鉱石・石炭に北九
州の石炭を結合した地点にできる旧八幡（北海道の炭田と結合する室蘭や、釜石鉱山に集積する釜石
も）中心の戦前段階の立地策と、戦後の立地策は異なるということにまずは関わる。すなわち、国内
原料との切断＝無視の点で、つぎに、旧八幡などの生産の集積を前提としてその周辺に展開する型で
はなく、それとは無関係に太平洋・瀬戸内海沿岸に散開する点で異なると言わねぽなるまい。国内原
料地や旧来からの生産集積地とは無関係に己れの海外原料へ向って太平洋沿岸に布設される点に注目
せねぽならないのである。
　西欧の場合、現在、鉄鉱石のほとんどを海外供給地に依存しているにもかかわらず内陸立地の型を
とっている。例えぽ、イギリスの場合、ヨークシャー炭田・東イングランドの鉄鉱床の結合の上に歴
史的に形成されてきた内陸鉄鋼業（バーミンガム・ミドルスブラ等々）、西ドイツ・ベネルクス・フ
ランスの場合、旧来のフランス・ドイツ国境地帯のルール・ロレーヌ・ベルギーの炭田・鉄鉱床結合
の上に形成された内陸立地の型がそうである（内陸の奥深く、エッセン中心にドルトムント等を配し
西ドイツ鉄鋼業の80％を生産するルール工業地帯に典型的に現れる）。これら西欧の鉄鋼業は、今や
鉄鉱石の70％（ECの域外からの鉄鉱石輸入は約74％）をヨー一　pッパ以外に依存しているにもかかわ
らず、臨海立地の型へと展開しない。日本よりも鉄鋼原料の海外依存度が高く、石炭にいたっては
100％依存のイタリアですら、北部のミラノ・アナスタ周辺＝タラント中心の内陸の型をとってい
る。このことはひとえに、戦前来の資本・生産の集積の上にさらに展開を重ねる、それ故、従来の重
化の資本集積地に戦後集積が展開することを示している。
　鉄鋼の様に、100年以上の歴史を持たない戦後的工業たる石油の場合、さらにこのことは明白であ
る。旧燃料廠の払い下げに起点を持つ日本の石油化学工業は、鉄鋼業と同様に鹿島から大分に至る臨
海立地の布陣の型をとるが、西欧の場合、マルセイユ・シエノパ、ロッテルダム・ハンブルグなどか
らのパイプライソによつて内陸の従来の重化集積地内に石油化学工業が布設されている。
　かくして、日本の臨海立地の型は、立地論上自明のこととしてかたずけることはできない。旧集積
地周辺にではなく、太平洋岸に散開するということは、まず第一に、資本・生産の集積という歴史的
基盤の無視しえるほどの弱さ、またそれを無視させた強力な重化創出の論理の存在を示すものであ
る。すなわち低位の地盤の上での一挙的・強力的重化創出のことを示すものにほかならtい。第二
に、この重化創出が、旧来の経済圏たる中国・アジア大陸との切断＝旧代位・補完関係の崩壊の中
で、太平洋のかなたにあるアメリカ勢力圏への依存の一辺倒の策にそってなされたこ．Eを示してい
る。
　さて、この太平洋ベルト地帯として型をとる臨海立地の布陣は、在来地盤の無視を前提とする以
上、従来の地域産業の破壊を伴なう。さらに、前述の米・ソの大陸国家にせまる膨大な重化学工業生
産力を臨海12県に集中させ、それを又沿岸平野8000k㎡内外の地に包摂する場合に現れる公害の噴出。
総じて、重化の一挙的・強力的創出が臨海の布陣の型をとる故のことである。
　立地論としての自明さとは、唯々、戦後段階の条件にあわせて、在来基盤を無視して一方的に効率
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の論理が貫徹するこの日本的特殊性のために自明なのである。
　さて以上の様に、鉄鋼を軸にそれを支えるエネルギーたる電力・石油精製、それに随伴する化学、
さらに造船を臨海におき、電気・自動車・一般の機械工業が展開する。しかし、注目すべきは、機械
工業の臨海から内陸への展開がなされていることである。内陸への展開は、1965年（2回目の旋回の
起点の年）を画期として進展する。62年不況という重化学工業化の限界をさらにつき破る65年に臨海
から内陸へと展開する点に注目されたい。
　この機械工業の展開は、関東と近畿の二大工業地を中心に進行する。京浜・京葉中心の関東の場合、
65年以降、栃木・埼玉・茨城への工業団地の造成が急展開する。上記三県ほどではないが、この期、
群馬も神奈川・東京の造成面積を上まわって工業地域が拡大している11）。その工業は機械工業（茨城
県の場合、鹿島の臨海コンビナート造成が中心であることに注意）であって、栃木・埼玉・群馬の繊
維中心の在来産業を圧迫・沈下させながら進出していったのである。このことは、関東近接の山梨・
長野の場合も例外ではない。特に長野の工業化は顕著であった。
　同様のことは近畿圏についても言いえる。65年以降、近畿圏で工業出荷額の全国シェアを拡大しえ
たのは三重・滋賀・奈良の三県である。例えぽ典型的な滋賀の場合、55年以前は周知の繊維業中心の
県であったが、55～65年にかけて機械工業は臨ta　＝大阪から広がり始め京都へ到達し、65年以降、繊
維を粉砕しつつ滋賀をおしつつむこととなる。奈良も大阪近接の西部に一般機械・電気機械を進出さ
せたのである。
　1978年現在・重工業化比率が50％を越えている四大工業地帯以外の県を取り出すと、茨城・栃木・
群馬・埼玉・山梨・長野の関東圏と広島・長崎・富山の9県（滋賀は49．5％）であり、特に栃木・
長野は60％を越している。そして内陸の関東圏の7県の中心工業は機械工業の電気・輸送機器であ
る12）。この点、周知の農業の関東＝東北型と賃金との相互規定に関わり、又、電気・自動車工業の低
賃金体制の規定条件に関わる。ここではまず、機械工業が65年以降、特に関東内陸県へと向かって進
出していった事実を確認されればよい。
　問題は以上の内陸への機械の進出が何を意味するのかということである。それは第一にこの国が己
れにはふさわしくなく超絶的生産力を持ったことの現われである。原・燃料を太平洋のかなたのアメ
リカ圏に依存する鉄鋼・石油の二業を臨海に布設せねぽならなかったとするなら、それに続く機械は
その周辺から内陸へと展開するよりほかにない13）。臨海地域の包摂しうる能力を越えて機械が伸長さ
せざるをえない日本の重化の宿命からすれぽ、機械は、在来地域諸産業（特に繊維）をつぶして強行
的に内陸へと進出せざるをえない。第二に、素材組立型の民間消費向けの日本の機械工業は、輸出主
軸の産業として、低賃金によるコスト引き下げの低価格を唯一の競争力とせざるをえなく、低賃金労
働力を求めて、全国的に低賃金の北関東へと集中するとも言いえる。
最　後　に
筆老の研究の目標は、すでに述べた様に、戦後労働力の存在態様の分析にあるのだが、それは、戦
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後重化学工業段階の定型たる新鋭重化のモノカルチユア構成を見定め、そこに現れる超絶的重化と在
来低位の地盤との断層二格差を検出することによって果される。それも重化の地帯的展開の中で現れ
る在来地盤の解体・再編の検討によってである。かくして研究の第一段はここで終り、次に、零細地
片私的所有を最下層に持つ格差・系列支配・そこに存在する賃労働者の分析がなされねばならない。
注1）　山崎広明「高度成長期の日本資本主義」　『経済学批判』第3号、社会評論社、1977年12月　30P
　2）　鉄鋼統計委員会編『鉄鋼統計要覧』日本鉄鋼連盟　1980年　表1－15参照　数値は世界粗鋼生産高に占
　　めるシェアー。
　3）　同上　表1－16参照
　4）　日本電気計算機「JECC・コンピューターノート」1981年参照
　5）　前掲『鉄鋼統計要覧』表W－8参照
　6）　日本鉄鋼連盟　雇用委員会　労働生産性専門委員会「鉄鋼業の労働生産性一労働生産性専門委員会報
　　告書一」昭和44年9月　参照
　7）　大蔵省関税局編『外国貿易概況』1980年　参照
　8）　通商産業省『機械統計年報』1975年　参照
　9）　前掲『鉄鋼統計要覧』表V－1参照
　10）　ここの数値は、A・1・S「AIS　IMPORTS　3」のもの。しかし日本鉄鋼連盟編「世界鉄鋼主原料なら
　　びに鉄鋼流通量」1980年によるとアメリカでの日本の鉄鋼のシェアーは53％となっている。
　11）　東京電力『内陸工業団地造成実態の追跡調査結果集約ならびに内陸工業立地の動向』、通産省『わが国
　　鉱工業生産の地域構造』昭和年11月を使用したr日本の工業地帯』　（山本正雄編、岩波新書1976年）表皿
　　一2参照。
　12）　通産省調査局『工業統計表（産業編）』昭和53年参照
　13）　森滝健一郎・野原敏雄編『戦後日本資本主義の地域構造』汐文社　1975年　第一章・第二節・三　83P
　　参照
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